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回次
第197期

中間連結会計期間

第198期

中間連結会計期間
第197期

会計期間
自　2025年４月１日

至　2025年９月30日

自　2026年４月１日

至　2026年９月30日

自　2025年４月１日

至　2026年３月31日

売上高 （百万円） 46,557 47,960 99,971

経常利益 （百万円） 4,263 5,769 11,986

親会社株主に帰属する中間（当

期）純利益
（百万円） 5,756 5,500 11,661

中間包括利益又は包括利益 （百万円） 6,444 5,575 18,178

純資産額 （百万円） 70,804 87,461 82,248

総資産額 （百万円） 134,800 155,096 152,564

１株当たり中間（当期）純利益 （円） 398.95 381.24 808.18

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 52.5 56.4 53.9

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） 3,876 8,254 8,002

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） △1,314 △482 △1,210

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） △448 △464 △4,608

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高
（百万円） 13,629 21,013 13,709

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

（注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してお

りません。

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２【事業の内容】

　当中間連結会計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。ま

た、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当中間連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券報告書

に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

（１）財政状態及び経営成績の状況

　当中間連結会計期間における我が国経済は、企業収益の改善等により景気は緩やかな回復の動きが見られました

が、継続的な物価上昇に加え、米国の通商政策及び中東情勢等の地政学リスクの影響を注視する必要があり、依然

として先行きが不透明な状況が続いております。

　このような経営環境のもと、当中間連結会計期間の当社グループの業績は、建設機械事業、輸送用機器・鉄構事

業、エンジニアリング事業の売上が増加したことなどにより、売上高は前年同期比3.0％増加の47,960百万円とな

りました。利益面につきましては、鉄道車両事業、建設機械事業、輸送用機器・鉄構事業、エンジニアリング事業

の利益が増加したことなどにより、営業利益は前年同期比34.5％増加の5,433百万円、経常利益は前年同期比

35.3％増加の5,769百万円、親会社株主に帰属する中間純利益は前年同期比4.4％減少の5,500百万円となりまし

た。

　セグメント別状況は以下のとおりであります。

①鉄道車両事業

　ＪＲ東海向けＮ７００Ｓ新幹線電車のほか、小田急電鉄向け電車、京成電鉄向け電車、台湾向け新型高速鉄道車

両などの売上がありましたが、ＪＲ東海向けＮ７００Ｓ新幹線電車の売上が前年同期に比して減少したことなどに

より、鉄道車両事業の売上高は22,814百万円と前年同期比5.7％減少となりました。

②建設機械事業

　大型杭打機、小型杭打機、障害撤去機、全回転チュービング装置などの売上があり、大型杭打機、障害撤去機の

売上が前年同期に比して増加したことなどにより、建設機械事業の売上高は12,000百万円と前年同期比22.8％増加

となりました。

③輸送用機器・鉄構事業

　輸送用機器におきましては、民生用バルクローリ、大型自走式キャリヤ、貨車などの売上があり、大型自走式キ

ャリヤなどの売上が前年同期に比して増加しました。

　鉄構におきましては、一般国道２４７号青海ＩＣ、一般国道２４７号大田ＩＣ、常滑ＪＣＴランプ橋などの売上

がありましたが、道路橋の売上が前年同期に比して減少しました。

　以上の結果、輸送用機器・鉄構事業の売上高は10,107百万円と前年同期比1.1％増加となりました。
④エンジニアリング事業

　鉄道事業者向け機械設備のほか、家庭紙メーカー向け製造設備、各地のＪＡ向け営農プラントなどの売上があ

り、各地のＪＡ向け営農プラントの売上が前年同期に比して増加したことなどにより、エンジニアリング事業の売

上高は2,988百万円と前年同期比16.5％増加となりました。

　また、財政状態は以下のとおりです。

①資産

　前連結会計年度末に比べ2,532百万円増加し155,096百万円となりました。これは、主に仕掛品や短期貸付金が増

加したことなどによるものであります。

②負債

　前連結会計年度末に比べ2,681百万円減少し67,634百万円となりました。これは、主に支払手形及び買掛金が減

少したことなどによるものであります。

③純資産

　前連結会計年度末に比べ5,213百万円増加し87,461百万円となりました。これは、主に親会社株主に帰属する中

間純利益を計上したため利益剰余金が増加したことなどによるものであります。
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（２）キャッシュ・フローの状況

　当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前年同期と比べ、7,384百万

円増加し、21,013百万円となりました。

　当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（Ａ）営業活動によるキャッシュ・フロー

　営業活動によるキャッシュ・フローは、8,254百万円の資金の増加となりました。前年同期が3,876百万円の資金

の増加であったことと比べ、売上債権及び契約資産の回収が進んだことや税金等調整前中間純利益が増加したこと

などから、4,377百万円の増加となりました。

（Ｂ）投資活動によるキャッシュ・フロー

　投資活動によるキャッシュ・フローは、482百万円の資金の減少となりました。前年同期が1,314百万円の資金の

減少であったことと比べ、有形固定資産の取得による支出が減少したことなどから、832百万円の増加となりまし

た。

（Ｃ）財務活動によるキャッシュ・フロー

　財務活動によるキャッシュ・フローは、464百万円の資金の減少となりました。前年同期が448百万円の資金の減

少であったことと比べ、配当金の支払額が増加したことなどから、15百万円の減少となりました。

（３）経営方針・経営戦略等及び経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等

　当社グループは近年、品質向上や低コスト化、業務効率化に取り組み、収益性の向上に努めた結果、前中期経営

計画で掲げた利益目標（連結売上高経常利益率５％の安定的確保）を上回るとともに、財務体質も強化され、設備

投資や研究開発等の成長投資を推進するための基盤も整いつつあります。こうした成果を踏まえ、創業130周年を

新たな出発点と位置付け、企業理念に掲げる「Change for Future」をスローガンに、「守り」から「成長」へと

転換し、新たなステージへの挑戦を進めるべく、中期経営計画「Next Stage 2030」を策定しました。

　中期経営計画「Next Stage 2030」では、「収益機会の拡大」と「経営基盤の強化」を重点取組事項とし、「収

益機会の拡大」では競争力の高い事業を強化することに加え、海外展開の拡大や新技術・新事業の創出を推進しま

す。「経営基盤の強化」では、2026年４月に企業理念とともに改定した行動指針の徹底により社員１人１人が生産

性向上や組織横断の連携強化に取り組むほか、全社的な仕組み作りを進め、新たな挑戦に伴うリスクを適切に管理

していきます。

　また、これらを着実に推進するための土台の強化として、「成長を下支えする実行力の強化」を掲げ、成長投資

の拡大と人的資本の強化を重点施策と一体で推進します。成長の原動力となる設備投資、研究開発、海外展開への

投資については、過去５年間の投資水準である年平均40億円強から、その２倍となる年平均80億円強へ引き上げ、

今後10年間で約400億円を追加投入します。以上の取り組みにより、2030年度に売上高1,300億円、営業利益150億

円（連結）の達成を目指します。

　詳細は2026年10月27日発表の中期経営計画「Next Stage 2030」をご参照ください。

（４）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について新たに発生した事項はありません。

（５）研究開発活動

　当中間連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は826百万円であります。

　また、当中間連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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セグメントの名称
当中間連結会計期間
（自　2026年４月１日

　　至　2026年９月30日）
前年同期比（％）

鉄道車両事業（百万円） 27,474 ＋20.2

建設機械事業（百万円） 10,374 ＋9.8

輸送用機器・鉄構事業（百万円） 10,600 △2.4

エンジニアリング事業（百万円） 3,608 △0.2

その他（百万円） 0 △90.7

合計（百万円） 52,057 ＋11.3

セグメントの名称
受注高

（百万円）
前年同期比

（％）
受注残高
（百万円）

前年同期比
（％）

鉄道車両事業 10,311 △13.5 130,115 ＋43.7

建設機械事業 12,629 ＋21.3 17,924 △11.2

輸送用機器・鉄構事業 8,083 ＋5.0 33,279 △4.2

エンジニアリング事業 5,736 ＋26.4 6,916 ＋20.1

その他 49 ＋20.6 0 ＋7.1

合計 36,809 ＋6.4 188,236 ＋24.5

セグメントの名称
当中間連結会計期間

（自　2026年４月１日
　　至　2026年９月30日）

前年同期比（％）

鉄道車両事業（百万円） 22,814 △5.7

建設機械事業（百万円） 12,000 ＋22.8

輸送用機器・鉄構事業（百万円） 10,107 ＋1.1

エンジニアリング事業（百万円） 2,988 ＋16.5

その他（百万円） 49 ＋20.7

合計（百万円） 47,960 ＋3.0

相手先

前中間連結会計期間
（自　2025年４月１日

　　至　2025年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2026年４月１日

　　至　2026年９月30日）

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％）

東海旅客鉄道㈱ 16,422 35.3 7,641 15.9

(５) 生産、受注及び販売の実績

①生産実績

　当中間連結会計期間における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

　    （注）１．セグメント間の取引については、相殺消去しております。

    ２．金額は、販売価格によっております。

②受注状況

　当中間連結会計期間における受注状況をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

　    （注）セグメント間の取引については、相殺消去しております。

③販売実績

　当中間連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

　    （注）１．セグメント間の取引については、相殺消去しております。

    ２．主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。
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会社名
事業所名

所在地
セグメント

の名称
設備の
内容

投資予定金額
(百万円)

着手及び完了予定
投資の
目的等

総額
既支
払額

着手
完了
予定

日本車輌製造㈱

鳴海製作所

愛知県
名古屋市

建設機械 立旋盤の更新 171 － 2026年４月 2027年９月
生産能力の

維持

日本車輌製造㈱
豊川製作所

愛知県
豊川市

鉄道車両
ハーネス用電線
切断装置の導入

121 － 2026年５月 2027年３月
作業の
効率化

日本車輌製造㈱

大阪サービス
センター

大阪府
茨木市

建設機械
大阪サービス
工場の建て替え

900 － 2026年６月 2029年３月
生産能力の

維持

日本車輌製造㈱

豊川製作所

愛知県
豊川市

鉄道車両
大型ルータの

増備
600 － 2026年９月 2027年12月

生産能力の
増強

会社名
事業所名

所在地
セグメント

の名称
設備の
内容

完了及び稼働 完成後の増加能力

日本車輌製造㈱
鳴海製作所

愛知県
名古屋市

建設機械
横型マシニング
センタの更新

2026年８月 生産能力の維持

(６) 主要な設備

　前連結会計年度末において計画中であった主要な設備の新設等について、当中間連結会計期間の主な変動は、次

のとおりです。

①主要な設備の新設

　当中間連結会計期間に新たに確定した主要な設備の新設計画は、次のとおりです。

②主要な設備計画の完了

　前連結会計年度末に計画していた設備計画のうち、当中間連結会計期間に完了したものは次のとおりです。

３【重要な契約等】

　該当事項はありません。
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種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 32,800,000

計 32,800,000

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類
中間会計期間末
現在発行数（株）
（2026年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（2026年11月６日）

上場金融商品取引所名又は
登録認可金融商品取引業協会名

内容

普通株式 14,675,012 14,675,012
東京証券取引所（プライム市場）

名古屋証券取引所（プレミア市場）

単元株式数

100株

計 14,675,012 14,675,012 － －

②【発行済株式】

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　　　該当事項はありません。

②【その他の新株予約権等の状況】

　　　該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

2026年４月１日～

2026年９月30日
－ 14,675 － 11,810 － －

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】
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2026年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合

（％）

東海旅客鉄道㈱ 名古屋市中村区名駅一丁目１番４号 7,352 50.95

日本マスタートラスト信託

銀行㈱(信託口)
東京都港区赤坂一丁目８番１号 872 6.05

㈱日本カストディ銀行(信託

口)
東京都中央区晴海一丁目８番12号 521 3.61

日本車輌従業員持株会 名古屋市熱田区三本松町１番１号 287 1.99

UBS AG LONDON A/C IPB 

SEGREGATED CLIENT ACCOUNT

（常任代理人　シティバン

ク、エヌ・エイ東京支店）

BAHNHOFSTRASSE 45, 8001 ZURICH, 

SWITZERLAND

（東京都新宿区新宿六丁目27番30号）

144 1.00

日本生命保険相互会社

(常任代理人　日本マスター

トラスト信託銀行㈱)

東京都千代田区丸の内一丁目６番６号

（東京都港区赤坂一丁目８番１号）
129 0.90

RE FUND 107-CLIENT AC

（常任代理人　シティバン

ク、エヌ・エイ東京支店）

MINISTRIES COMPLEX ALMURQAB AREA KUWAIT KW 

13001

（東京都新宿区新宿六丁目27番30号）

129 0.90

GOLDMAN SACHS BANK EUROPE 

SE

（常任代理人　ゴールドマ

ン・サックス証券㈱）

MARIENTURM, TAUNUSANLAGE 9-10, 60329 

FRANKFURT AM MAIN, GERMANY

（東京都港区虎ノ門二丁目６番１号）

125 0.87

㈱三菱UFJ銀行 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 111 0.77

村松　俊三 名古屋市千種区 101 0.70

計 － 9,775 67.74

（５）【大株主の状況】

　（注）１.上記のほか、自己株式が244千株あります。

　　　　２.上記の所有株式のうち、信託業務に係る株式は次のとおりであります。

   日本マスタートラスト信託銀行㈱（信託口）872千株

   ㈱日本カストディ銀行（信託口）521千株
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2026年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）

－ －
普通株式 244,800

（相互保有株式）

普通株式 3,000

完全議決権株式（その他） 普通株式 14,356,800 143,568 －

単元未満株式 普通株式 70,412 － －

発行済株式総数 14,675,012 － －

総株主の議決権 － 143,568 －

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　（注）１.「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式200株が含まれております。

なお、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数２個が含まれております。

　　　　２.「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式60株が含まれております。

2026年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

（株）

他人名義
所有株式数

（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数

の割合（％）

（自己保有株式）

日本車輌製造㈱

名古屋市熱田区三本

松町１番１号
244,800 － 244,800 1.67

（相互保有株式）

日泰サービス㈱

千葉県八千代市吉橋

1128番２号
300 2,700 3,000 0.02

計 － 245,100 2,700 247,800 1.69

②【自己株式等】

　（注）　日泰サービス㈱は、当社の取引先会社で構成される持株会（サービス工場持株会　名古屋市熱田区三本松町１

番１号）に加入しており、同持株会名義で当社株式2,700株を所有しております。

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．中間連結財務諸表の作成方法について
当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

２．監査証明について
当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2026年４月１日から2026年９月

30日まで）に係る中間連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる期中レビューを受けております。
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 5,087 3,812

受取手形、売掛金及び契約資産 33,541 23,721

電子記録債権 3,316 3,504

商品及び製品 2,226 1,812

半製品 1,362 1,390

仕掛品 28,150 34,099

原材料及び貯蔵品 2,653 2,878

短期貸付金 8,824 17,402

未収還付法人税等 633 -

その他 1,219 910

貸倒引当金 △3 △3

流動資産合計 87,013 89,529

固定資産

有形固定資産

土地 ※ 14,100 ※ 14,066

その他（純額） ※ 15,660 ※ 14,990

有形固定資産合計 29,760 29,056

無形固定資産 285 290

投資その他の資産

投資有価証券 17,174 17,970

退職給付に係る資産 16,618 16,378

その他 1,720 1,881

貸倒引当金 △9 △9

投資その他の資産合計 35,503 36,220

固定資産合計 65,550 65,567

資産合計 152,564 155,096

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 7,934 6,584

電子記録債務 5,385 6,074

１年内返済予定の長期借入金 ※ 16,841 ※ 16,739

未払法人税等 37 1,195

前受金 5,146 4,978

賞与引当金 2,239 2,241

その他の引当金 96 73

その他 9,096 6,547

流動負債合計 46,778 44,435

固定負債

長期借入金 13,678 13,678

退職給付に係る負債 328 336

その他の引当金 117 148

その他 9,414 9,036

固定負債合計 23,537 23,198

負債合計 70,316 67,634

１【中間連結財務諸表】

（１）【中間連結貸借対照表】

- 10 -



（単位：百万円）

前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 11,810 11,810

資本剰余金 156 156

利益剰余金 55,386 60,526

自己株式 △528 △529

株主資本合計 66,825 71,964

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 7,432 7,938

退職給付に係る調整累計額 7,990 7,558

その他の包括利益累計額合計 15,422 15,497

純資産合計 82,248 87,461

負債純資産合計 152,564 155,096
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（単位：百万円）

前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日

　至　2026年９月30日)

売上高 46,557 47,960

売上原価 38,425 38,323

売上総利益 8,132 9,637

販売費及び一般管理費 ※ 4,093 ※ 4,204

営業利益 4,038 5,433

営業外収益

受取利息 33 95

受取配当金 234 217

持分法による投資利益 83 50

その他 45 132

営業外収益合計 397 496

営業外費用

支払利息 111 99

その他 60 60

営業外費用合計 172 160

経常利益 4,263 5,769

特別利益

固定資産売却益 5 563

投資有価証券売却益 542 -

特別利益合計 548 563

特別損失

固定資産除売却損 60 138

特別損失合計 60 138

税金等調整前中間純利益 4,751 6,194

法人税等 △1,004 693

中間純利益 5,756 5,500

親会社株主に帰属する中間純利益 5,756 5,500

（２）【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】
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（単位：百万円）

前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日

　至　2026年９月30日)

中間純利益 5,756 5,500

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 934 520

繰延ヘッジ損益 1 -

為替換算調整勘定 △4 -

退職給付に係る調整額 △261 △431

持分法適用会社に対する持分相当額 18 △14

その他の包括利益合計 687 74

中間包括利益 6,444 5,575

（内訳）

親会社株主に係る中間包括利益 6,444 5,575

【中間連結包括利益計算書】
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（単位：百万円）

前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日

　至　2026年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前中間純利益 4,751 6,194

減価償却費 1,222 1,309

貸倒引当金の増減額（△は減少） △8 -

賞与引当金の増減額（△は減少） 18 2

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 17 7

受取利息及び受取配当金 △268 △313

支払利息 111 99

持分法による投資損益（△は益） △83 △50

投資有価証券売却損益（△は益） △542 -

有形固定資産除売却損益（△は益） △0 △554

売上債権及び契約資産の増減額（△は増加） 3,179 9,631

棚卸資産の増減額（△は増加） △2,333 △5,787

仕入債務の増減額（△は減少） △365 △660

前受金の増減額（△は減少） 172 △167

退職給付に係る資産の増減額（△は増加） △269 △390

その他 △1,200 △1,758

小計 4,403 7,562

利息及び配当金の受取額 268 313

利息の支払額 △111 △99

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △683 478

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,876 8,254

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △0 △0

有形固定資産の取得による支出 △2,005 △1,120

有形固定資産の売却による収入 5 828

投資有価証券の取得による支出 △0 △0

投資有価証券の売却による収入 757 0

その他 △71 △190

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,314 △482

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入れによる収入 - 59

長期借入金の返済による支出 △158 △160

配当金の支払額 △287 △360

その他 △2 △2

財務活動によるキャッシュ・フロー △448 △464

現金及び現金同等物に係る換算差額 △12 △2

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 2,100 7,304

現金及び現金同等物の期首残高 11,528 13,709

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 13,629 ※ 21,013

（３）【中間連結キャッシュ・フロー計算書】
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【注記事項】

（中間連結貸借対照表関係）

※　親会社へ譲渡した固定資産

前連結会計年度（2026年３月31日）

当社は、2017年４月20日に豊川製作所、衣浦製作所、鳴海製作所の工場資産を当社の親会社（東海旅客鉄道㈱）

へ譲渡しました。当該取引は、当社の親会社との取引であり、かつ、譲渡した工場資産は譲渡後も親会社との間で

賃貸借契約を締結して当社が従前どおり工場として使用を継続しているため、これら工場資産の土地及びその他の

有形固定資産については売買処理を行っておらず、有形固定資産に計上しております。なお、当該取引はファイナ

ンス・リース取引には該当しないため、工場資産の譲渡価額は長期借入金に計上しております。また、譲渡した工

場資産に係る設備投資についてもその他の有形固定資産に計上するとともに、設備投資額の一部を長期借入金に計

上しております。

なお、譲渡資産のうち、2023年３月31日に豊川製作所を親会社から買い戻したことにより、長期借入金が減少し

ました。これによる有形固定資産計上額への影響はありません。また、豊川製作所の土地及びその他の有形固定資

産は工場財団を組成し、2017年11月に親会社から借り入れた長期借入金の担保に追加で提供しました。

上記の結果、2026年３月末日における計上額は、土地7,414百万円、その他の有形固定資産2,976百万円（いずれ

も2026年３月末日の帳簿価額）であり、１年内返済予定の長期借入金の残高は13,941百万円であります。

当中間連結会計期間（2026年９月30日）

当社は、2017年４月20日に豊川製作所、衣浦製作所、鳴海製作所の工場資産を当社の親会社（東海旅客鉄道㈱）

へ譲渡しました。当該取引は、当社の親会社との取引であり、かつ、譲渡した工場資産は譲渡後も親会社との間で

賃貸借契約を締結して当社が従前どおり工場として使用を継続しているため、これら工場資産の土地及びその他の

有形固定資産については売買処理を行っておらず、有形固定資産に計上しております。なお、当該取引はファイナ

ンス・リース取引には該当しないため、工場資産の譲渡価額は長期借入金に計上しております。また、譲渡した工

場資産に係る設備投資についてもその他の有形固定資産に計上するとともに、設備投資額の一部を長期借入金に計

上しております。

なお、譲渡資産のうち、2023年３月31日に豊川製作所を親会社から買い戻したことにより、長期借入金が減少し

ました。これによる有形固定資産計上額への影響はありません。また、豊川製作所の土地及びその他の有形固定資

産は工場財団を組成し、2017年11月に親会社から借り入れた長期借入金の担保に追加で提供しました。

上記の結果、2026年９月末日における計上額は、土地7,414百万円、その他の有形固定資産2,908百万円（いずれ

も2026年９月末日の帳簿価額）であり、１年内返済予定の長期借入金の残高は13,839百万円であります。

- 15 -



　前中間連結会計期間
（自  2025年４月１日

　　至  2025年９月30日）

　当中間連結会計期間
（自  2026年４月１日

　　至  2026年９月30日）

給料賞与手当 1,512百万円 1,556百万円

(うち賞与引当金繰入額) (390) (392)

退職給付費用 △17 △72

石綿健康被害補償引当金繰入額 40 31

貸倒引当金繰入額 △8 -

（中間連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費の主な費目及び内訳

前中間連結会計期間
（自  2025年４月１日

至  2025年９月30日）

当中間連結会計期間
（自  2026年４月１日

至  2026年９月30日）

現金及び預金勘定 4,163百万円 3,812百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △200 △200

短期貸付金（注） 9,666 17,402

現金及び現金同等物 13,629 21,013

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（注）　親会社（東海旅客鉄道㈱）グループが運営するＣＭＳ（キャッシュ・マネジメント・システム）によるもので

あります。

（決　議） 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日 配当の原資

2025年６月27日

定時株主総会
普通株式 288 20.0 2025年３月31日 2025年６月30日 利益剰余金

（決　議） 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日 配当の原資

2025年10月28日

取締役会
普通株式 288 20.0 2025年９月30日 2025年12月１日 利益剰余金

（決　議） 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日 配当の原資

2026年６月26日

定時株主総会
普通株式 360 25.0 2026年３月31日 2026年６月29日 利益剰余金

（決　議） 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日 配当の原資

2026年10月27日

取締役会
普通株式 360 25.0 2026年９月30日 2026年12月１日 利益剰余金

（株主資本等関係）

Ⅰ　前中間連結会計期間（自2025年４月１日　至2025年９月30日）

１．配当金支払額

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となるもの

Ⅱ　当中間連結会計期間（自2026年４月１日　至2026年９月30日）

１．配当金支払額

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となるもの
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（単位：百万円）

報告セグメント
その他

(注)１
合計

調整額

(注)２

中間連結

損益計算書

計上額

(注)３

鉄道車両

事業

建設機械

事業

輸送用機器

・鉄構事業

エンジニアリ

ング事業

売上高

外部顧客への売上高 24,183 9,771 9,996 2,565 40 46,557 - 46,557

セグメント間の内部売上高

又は振替高
3 2 45 - 137 188 △188 -

計 24,186 9,774 10,042 2,565 177 46,746 △188 46,557

セグメント利益 1,673 1,827 1,187 223 △40 4,871 △832 4,038

（単位：百万円）

報告セグメント
その他

(注)１
合計

調整額

(注)２

中間連結

損益計算書

計上額

(注)３

鉄道車両

事業

建設機械

事業

輸送用機器

・鉄構事業

エンジニアリ

ング事業

売上高

外部顧客への売上高 22,814 12,000 10,107 2,988 49 47,960 - 47,960

セグメント間の内部売上高

又は振替高
3 0 27 - 151 183 △183 -

計 22,817 12,001 10,134 2,988 201 48,143 △183 47,960

セグメント利益 2,581 1,894 1,327 346 48 6,198 △765 5,433

（セグメント情報等）

　【セグメント情報】

Ⅰ　前中間連結会計期間（自2025年４月１日　至2025年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメント等であります。

２．セグメント利益の調整額には、全社費用△828百万円、棚卸資産の調整額△13百万円及びセグメント

間取引消去8百万円などが含まれております。なお、全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一

般管理費であります。

３．セグメント利益は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

Ⅱ　当中間連結会計期間（自2026年４月１日　至2026年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメント等であります。

２．セグメント利益の調整額には、全社費用△786百万円、棚卸資産の調整額13百万円及びセグメント間

取引消去7百万円などが含まれております。なお、全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般

管理費であります。

３．セグメント利益は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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（単位：百万円）

前中間連結会計期間

(自2025年４月１日

至2025年９月30日)

当中間連結会計期間

(自2026年４月１日

至2026年９月30日)

報告セグメント

鉄道

車両

事業

ＪＲ 17,511 12,258

公民営

・輸出
6,672 10,555

小計 24,183 22,814

建設機械事業 9,333 11,562

輸送用機器

・

鉄構事業

輸送用機器 4,324 5,595

鉄構 5,671 4,512

小計 9,996 10,107

エンジニアリング事業 2,565 2,988

その他　（注）１ 40 49

合計 46,119 47,522

顧客との契約から認識した収益

一時点で移転される財 33,348 36,210

一定の期間にわたり

移転される財
12,770 11,312

合計 46,119 47,522

その他の源泉から認識した収益　（注）２ 438 438

外部顧客への売上高 46,557 47,960

（収益認識関係）

（顧客との契約から生じる収益を分解した情報）

　当社グループの事業は、鉄道車両事業、建設機械事業、輸送用機器・鉄構事業、エンジニアリング事業及びその

他の事業により構成されております。当社グループでは、これらの事業を通じて得られる収益を売上高として表示

しています。

　報告セグメント別に分解した顧客との契約から認識した売上高は以下のとおりであります。

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメント等であります。

２．「その他の源泉から認識した収益」には、収益認識会計基準等の適用外の取引として、企業会計基準第13

号「リース取引に関する会計基準」が定めるリース取引等が含まれております。
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前中間連結会計期間
（自　2025年４月１日

至　2025年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2026年４月１日

至　2026年９月30日）

１株当たり中間純利益 398.95円 381.24円

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する中間純利益

（百万円）
5,756 5,500

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

中間純利益（百万円）
5,756 5,500

普通株式の期中平均株式数（千株） 14,429 14,429

（１株当たり情報）

１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

（注）潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

２【その他】

2026年10月27日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(1)　配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　360百万円

(2)　１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　　　　　　 25.0円

(3)　支払請求の効力発生日及び支払開始日　　　　　 2026年12月１日

（注）2026年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書

2026年 11月 6日

日 本 車 輌 製 造 株 式 会 社

  取  締  役  会  御  中

有限責任監査法人 ト ー マ ツ

名 古 屋 事 務 所
　

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員

公認会計士 水上　圭祐

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員

公認会計士 細井　怜

監査人の結論
当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本車輌製造株式

会社の2026年4月1日から2027年3月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2026年4月1日から2026年9月30日まで）
に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算書、中間連結キ
ャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、期中連結財務諸表に係る我が国において一
般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日本車輌製造株式会社及び連結子会社の2026年9月30日現在の財
政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない
と信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載され
ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される
規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たし
ている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

中間連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間

連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸
表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切で
あるかどうかを評価し、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて
継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー
手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される
年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認
められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、期中連結財務諸表に係る我が国に
おいて一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められ
ないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書に
おいて中間連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項
が適切でない場合は、中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人
の結論は、期中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業と
して存続できなくなる可能性がある。



（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは期中レビューの対象には含まれていません。

・　中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企
業会計の基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連
結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信
じさせる事項が認められないかどうかを評価する。
・　中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査
人は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の
結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見
事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並
びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合
又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。

以　上
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１【半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

　当社代表取締役田中　守は、当社の第198期中（自　2026年４月１日　至　2026年９月30日）の半期報告書の記載

内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しました。

２【特記事項】

　特記すべき事項はありません。


